自治労臨時・非常勤等職員全国協議会幹事会は１０月25日、総務省交渉を実施

自治労臨時・非常勤等職員全国協議会は、10月24日午後の「臨時・非常勤等職員の均等待遇と雇用安定を求める決起集会」、25日午前の「組合活動セミナー」、25日昼に実施した「臨時・非常勤等職員の均等待遇と雇用安定を求める院内集会」に続いて、総務省公務員部公務員課交渉を別紙要求書に基づいて実施した。総務省の公務員課からは西中理事官、宮崎課長補佐、鈴木課長補佐、給与能率推進室から宮本課長補佐が出席し、全国協議会からは川本議長、密田事務局長ほか各全国幹事が交渉に臨み、総合労働局の横山労働条件局長が同席した。

はじめに、川本議長が総務省の西中理事官に要求書を提出した後、要求の趣旨、内容について説明を行った。要求項目の１．短時間公務員制度の創設、２．パート労働法の趣旨の臨時・非常勤等職員への適用、３．非常勤職員への諸手当支給制限の撤廃のための地方自治法改正（203条の2、204条）については、その早期実現を総務省に強く要請した。

今回の交渉で総務省に回答を求めたのは、要請項目４．勤務実態などから「常勤の職員」と認められる臨時・非常勤等職員には諸手当支給ができることの各自治体への周知、現業の臨時・非常勤等職員、地公法22条採用の常勤的な臨時職員に諸手当を支給することは適法であることの各自治体への周知、５．育児・介護休業法について、国の制度改正を踏まえた自治体の臨時・非常勤等職員への任用根拠にかかわりない適用、６．国の非常勤制度の改正を踏まえ、任期と任期との間の空白期間の設定は適当でないことの各自治体への周知である。

これらについて、総務省の西中理事官は、「公務員部の立場から」と前置きしたうえで、次のとおり回答した。

＜４．について＞

　地方自治法上、常勤の職員の方々には地方自治法第204条により、「給料」と「手当」を、非常勤の職員の方々には同じく第203条の２により、「報酬」と「費用弁償」をそれぞれ支給するとされており、非常勤職員に対する手当の支給は地方自治法上認められていない。要請書でご指摘の非常勤の職員の方々に係る判例は、個別の事例について、任用の適否について言及はせず、結果として、地方自治法上の「常勤の職員」としての実態があると認められた方に対し、手当の支給をすることが可能であると判示されたものと認識している。

　地方公営企業法の適用を受ける企業職員及び技能労務職員の方々に対しては、地方自治法第204条は適用されないものである。

＜５．について＞

　8月10日に人事院による「意見の申出」があり、現在、その申出を踏まえた国家公務員についての検討の状況を見ながら、地方公務員について必要な措置を検討しているところである。

＜６．について＞

　地方公共団体における臨時・非常勤職員の方々の任用については、それぞれの地方公共団体において、その職務の内容等に応じて、適切に定めていただくべきものと考えている。国の非常勤職員について、本年8月に行われた人事院規則の改正においては、いわゆる日々雇用職員制度が廃止されたと承知している。この人事院規則の改正により期間業務職員制度が設けられたところであるが、その内容については、すでに各地方公共団体に対し情報提供を行っている。地方公共団体においては、いわゆる日々雇用職員制度は必ずしも一般的なものではないと考えているが、必要な場合には、今回の国の見直しも参考にしていただきたいと考えている。

　これらの回答に対して、全国協議会からは、職場の実態を述べながら次のとおり質した。

＜４．について＞

①私は、週30時間勤務であったが、フルタイム職員とみなされないように勤務時間が週4分の３以下の27.5時間とされた。判例等では、勤務時間が４分の３以下であっても勤務内容や勤務実態が常勤職員と同様であれば、手当支給を認めるものがある。判例等を踏まえ、勤務実態が同じであれば、非常勤職員にも手当支給ができることを各自治体に周知すべきである。

②私は、手当が支給されているが、他の職場、自治体の臨時・非常勤等職員にも手当支給が可能となるよう対応していただきたい。

③私は、現業職員であるが、今年から夏、冬の加給金支給が廃止された。現業職員への手当支給は適法であることを全国の自治体に周知すべきである。

④私は、給食調理員をしているが、市が退職金制度を強引に無くしてしまった。同じく、現業職員への手当支給は適法であることを各自治体に周知すべきである。

＜５．について＞

①私の市では、臨時・非常勤等職員の育児休業を市独自の制度として導入している。全国の自治体の臨時・非常勤等職員に適用されるよう、また、任用根拠にかかわりなく適用されるよう法律改正を強く要請する。

②私の市でも育児休業制度を独自に導入した。ところが私の職場は図書館であるが、妊婦となった非常勤職員は「欠員が生じてしまう」との上司の発言を受けた。臨時・非常勤等職員が育児・介護をするということは退職せざるを得ないという実態がある。国の法律改正で、育児・休業制度を臨時・非常勤等職員にも適用し、各自治体に広めていただきたい。

＜６．について＞

①私の職場では、臨時職員の任期が６ヵ月から2ヵ月へと変更させられた。こうした短期の雇用は、周囲の職員にとっても業務上、支障が出てしまうので、必要かつ十分な任期を設定するよう、各自治体に周知すべきである。

②任期の空白期間の設定は、健康保険の適用や年金支給、年休の繰越しの障害となっている。給食職場では12ヵ月ではなく11ヵ月雇用として１ヵ月空白をおき20年、30年働いている。人事院の「空白期間の設定は適当でない」との考え方について、総務省も同じ考え方に立ち、各自治体に周知すべきである。

③昨年10月の私たち全国協議会との交渉で、総務省は、「空白期間の設定は必要ない」と回答した。その見解を各自治体に周知して欲しい、と言っている。

これらに対して、総務省側は、次のとおり述べた。

　地方公共団体における臨時・非常勤職員の方々の任用や処遇については、それぞれの地方公共団体において、適切に定めていただくべきものと考えているが、地方公務員制度を所管する立場から、必要に応じて、適宜情報提供や技術的助言をしてまいりたいと考えている。また、臨時・非常勤職員の任用等の考え方や留意点については、昨年４月に通知しているところである。

地方公共団体の臨時・非常勤職員の育児・介護休業制度の整備については、先ほどお答えしたとおり、検討すべき事項として認識している。

　

　こうした回答に対して、密田事務局長は、「昨年の総務省通知では、現業職員に諸手当支給ができることが読み取れない。公務の非正規の問題がこれだけ大きな社会的問題になっている。国の非常勤職員については、人事院の努力により改善の動きが見られる。総務省公務員部も、具体的な改善の手立てを打ち出すべきである」と強く意見し、「引き続き交渉・協議を継続していただきたい」と述べ、交渉を終了した。

注）現業職の臨時・非常勤等職員への諸手当支給についてやりとりがありましたが、現業職の臨時・非常勤等職員への諸手当の支給は、地方公営企業法第38条の規定に基づくもので、適法です。

地方公営企業法第38条　企業職員の給与は、給料及び手当とする。
